かほく市ビジネスイノベーション補助金交付要綱
（趣旨）

第１条　この告示は、市内における中小企業者の経営安定、地域の活性化及び市内の賑わい創出を図るとともに、中小企業者の負担軽減並びに空き家及び空き店舗（以下「空き家等」という。）の活用を促進するため、新規創業者及び空き家等に出店する中小企業者に対し、予算の範囲内においてかほく市ビジネスイノベーション補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条　この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
（１）　中小企業者　中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項の規定による中小企業者をいう。
（２）　新規創業者　補助金の交付申請までに事業主が自らを事業主として事業を営んだことのない中小企業者で、事業主が申請時点で本市の住民基本台帳に記録されている者のうち、市内に主たる事業所を有しているものをいう。

（３）　空き家　個人が居住を目的として建築し、現に居住していない市内に存する住居をいい、同一地番に存する住居以外の建物を含むものとする。
（４）　空き店舗　過去に商業等の用に供していた実績があり、その後閉鎖された市内に存する店舗等をいう。ただし、大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）に規定する大規模小売店舗内のもの、集合住宅内のもの及び賃貸ビル内のものを除く。
（補助対象者）

第３条　補助金の交付対象者は、次に掲げる要件を全て満たすものとする。
（１）　新規創業者又は市内の空き家等を活用し、新たに事業を開始する中小企業者
（２）　開業後３年以上継続して営業するもの
（３）　開業後６箇月を経過していないもの

（４）　かほく市商工会に加盟するもの
（５）　補助金の交付を申請する時点において、市税等を滞納していないもの
（６）　かほく市空き家空き店舗活用事業補助金交付要綱（平成３１年かほく市告示第２１号）に規定するかほく市空き家空き店舗活用事業補助金の交付を受けたことがないもの

（７）　この告示の規定による補助金の交付を受けたことがないもの
（８）　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律１
２２号）第２条に規定する風俗営業でないもの
（９）　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員でないもの
（補助金の額等）

第４条　補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助金の額等は、別表第１のとおりとする。

２　補助金の交付対象者となる新規創業者のうち、融資期間が２４箇月以上の資金借入れにより創業準備を行う場合は、経費及び補助金の額等は、別表第１に代えて別表第２のとおりとする。
３　前項に規定する資金借入れは、石川県構造改革支援融資資金のうち創業者支援融資、石川県経営安定支援融資資金のうち小口零細融資（創業者支援分）又は日本政策金融公庫が実施する国民生活事業の融資に該当する資金で、令和６年１月１日以降に借入れを実行した資金に限るものとする。
４　補助金の交付対象者のうち、空き家等を活用し、従業員が当該空き家等に常駐し、週５日以上営業し、かつ、移転により市内の従前の店舗の営業実態を喪失しない場合は、経費及び補助金の額等は、別表第１に代えて別表第３のとおりとする。

５　第２項及び第４項の規定をいずれも満たす場合は、補助金の交付対象者は、別表第２又は別表第３のいずれか一方の適用を受けるものとする。
６　別表第２又は別表第３の適用を受ける者のうち、本市に営業所又は事業所を有する市内建築業者が、新規創業者の建物の建築及び建築に伴う工事の全て又は空き家等の改修工事の全てを行った場合は、別表第４において算出した額を加えるものとする。
７　別表第２又は別表第３の適用を受ける者のうち、事業主が開業時に４５歳以下又は女性の場合は、別表第５において算出した額を加えるものとする。ただし、かほく市創業者支援事業補助金交付要綱（平成２３年かほく市告示第２４号）に規定するかほく市創業者支援事業補助金（以下「かほく市創業者支援事業補助金」という。）の交付を受けたことがある者は、加算の対象としない。
８　空き家等の所有者と補助金の交付対象者が生計を一にしている場合又は空き家等の所有者と補助金の交付対象者が３親等以内の親族である場合は、施設整備費、物件改修工事費及び賃借料について補助対象経費としない。ただし、法人の代表者等である場合は除く。
９　補助金の額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。
１０　補助対象経費に係る消費税及び地方消費税の額は、補助金の対象としない。
（補助金の交付申込み）
第５条　補助金の交付対象者で、補助金の交付の受けようとするもの（以下「申込者」という。）は、交付申請の前に、かほく市ビジネスイノベーション補助金交付申込書（様式第１号）により、次の書類を添えて、市長に申込みをしなければならない。
（１）　事業計画書（様式第２号）
（２）　補助事業収支予算書（様式第３号）
（３）　経費の見積書

（４）　売買契約書の写し（施設整備費が補助対象の場合）
（５）　工事請負契約書の写し（物件改修工事費が補助対象の場合）
（６）　事業実施位置図
（７）　誓約書（様式第４号）
（８）　その他市長が必要と認める書類

（補助金の認定申請）

第６条　申込者のうち空き家等を活用し新たに事業を開始する者は、空き家等の購入又は賃貸借契約後速やかに、前条の交付申込みと同時にかほく市ビジネスイノベーション補助金に係る空き家空き店舗活用事業認定申請書（様式第５号）により、次に掲げる書類を添えて市長に提出し、当該補助対象事業の認定を受けなければならない。ただし、第４条第２項に規定する補助金の適用を受ける新規創業者を除く。

（１）　賃貸借契約書の写し（賃借料が補助対象の場合）
　（２）　改修前の写真
　（３）　平面図、立面図、完成予想図等のレイアウトが分かる図面

　（４）　その他市長が必要と認める書類
　（事業の認定等）
第７条　市長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請に係る書類を審査し、認定の可否を決定し、かほく市ビジネスイノベーション補助金に係る空き家空き店舗活用事業認定通知書（様式第６号）又はかほく市ビジネスイノベーション補助金に係る空き家空き店舗活用事業不認定通知書（様式第７号）により、申込者に通知するものとする。
２　前項によるかほく市ビジネスイノベーション補助金に係る空き家空き店舗活用事業不認定通知書の通知を受けた申込者で新規創業者でないものは、補助金の交付を申請することができない。

（補助金の交付申請）

第８条　補助金の交付を申請する者（以下「申請者」という。）は、開業した日から起算して６箇月以内に、かほく市ビジネスイノベーション補助金交付申請書（様式第８号）により、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。
　（１）　補助事業収支報告書（様式第９号）

　（２）　補助対象経費の領収書又は支払を証明する書類の写し
　（３）　開業等届出書の写し（新規創業者の場合は、必須）又は営業を開始したことが証明できる書類
　（４）　取扱金融機関が発行する償還計画表の写し（第４条第２項に規定する補助金の適用を受ける場合）

　（５）　改修後の完成写真（かほく市ビジネスイノベーション補助金に係る空き家空き店舗活用事業認定通知書（様式第６号）の通知を受けた場合）

　（６）　住民票の写し（新規創業者又はかほく市ビジネスイノベーション補助金に係る空き家空き店舗活用事業認定通知書（様式第６号）の通知を受けた中小企業者の事業主のうち、第４条第７項に規定する補助金の適用を受ける場合）
　（７）　かほく市商工会への会員加入申込書の写し
　（８）　その他市長が必要と認める書類
（補助金の交付決定通知）

第９条　市長は、前条の交付申請があった場合において、当該申請が補助事業の内容に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を決定し、かほく市ビジネスイノベーション補助金交付決定通知書（様式第１０号）により、その額を申請者に通知するものとする。
（補助金の請求）

第１０条　申請者は、前条のかほく市ビジネスイノベーション補助金交付決定通知書による通知を受けたときは、かほく市ビジネスイノベーション補助金交付請求書（様式第１１号）により、補助金の請求を行うものとする。

　（補助金の交付）
第１１条　市長は、前条の規定による請求書の提出があった場合において、その内容を審査し、適正であると認めたときは、速やかに補助金を交付するものとする。

（状況報告）

第１２条　補助金の交付を受けた者は、開業年度を含む３箇年にわたり毎事業年度終了後３箇月以内に、かほく市ビジネスイノベーション補助金年度状況報告書（様式第１２号）を市長に提出しなければならない。
２　別表第３に掲げる補助対象経費のうち、賃借料に係る補助金の交付を受けた者は、前項に規定する報告書と同時に、補助対象期間の賃借料に係る領収書又は支払を証明する書類の写しを添えて市長に提出しなければならない。
　（交付決定の取消し）
第１３条　市長は、補助金の交付対象者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。
（１）　虚偽の申請その他不正の手段により、補助金の交付を受けたとき。
（２）　補助金の交付を受けた新規創業者が、開業後３年以内に市内での営業を休止し、又は廃止したとき。

（３）　開業後３年以内に補助金の交付を受けた空き家等での事業を休止し、又は廃止したとき。
（４）　開業後３年以内にかほく市商工会の会員を脱退し、又は加入を取り消されたとき。

（５）　賃借料に係る補助金の交付を受けた者のうち、期日までに前条第２項に掲げる書類の提出をしないとき。

（６）　前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認めたとき。
２　市長は、前項の規定による取消しをしたときは、かほく市ビジネスイノベーション補助金交付決定取消通知書（様式第１３号）により補助金の交付対象者に通知するものとする。

（補助金の返還）
第１４条　市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、既に当該取消しに係る部分に対する補助金が交付されているときは、当該補助金について返還を命ずるものとする。
（その他）

第１５条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附　則
（施行期日）

１　この告示は、令和６年６月２７日から施行する。
（経過措置）
２　この告示の規定は、令和５年１０月１日から令和６年６月２６日までを開業のあった日として開業の届出を行った又は法人の設立登記を行った新規創業者のうち、かほく市創業者支援事業補助金の交付を受けたことのない者についても適用する。この場合において、第３条第３号中「開業後６箇月を経過していないもの」とあるのは「令和６年６月２６日までに開業したもの」と、第８条中「開業した日から起算して６箇月以内」とあるのは「令和６年１２月２６日まで」とそれぞれ読み替えるものとする。
３　この告示の規定は、令和６年１月１日から令和６年６月２６日までに空き家等の購入又は賃貸借契約を行った者のうち、かほく市空き家空き店舗活用事業補助金交付要綱第６条に規定する認定申請を行ったことがない者についても適用する。この場合において、第３条第３号中「開業後６箇月を経過していないもの」とあるのは「令和６年１２月２６日までに開業するもの」と、第８条中「開業した日から起算して６箇月以内」とあるのは「令和６年１２月２６日まで」とそれぞれ読み替えるものとする。
（かほく市企業ＰＲ活動支援事業補助金交付要綱の廃止）
４　かほく市企業ＰＲ活動支援事業補助金交付要綱（平成２９年かほく市告示第４８号）は、廃止する。
別表第１（第４条関係）
	補助対象経費
	補助金の額等

	施設整備費
	補助対象経費の２分の１に相当する額とし、２０万円を限度とする。

	物件改修工事費
	補助対象経費の２分の１に相当する額とし、１０万円を限度とする。

	備品購入費
	補助対象経費の２分の１に相当する額とし、１０万円を限度とする。


別表第２（第４条関係）
	補助対象経費
	補助金の額等

	施設整備費
	補助対象経費の２分の１に相当する額とし、２０万円を限度とする。

	物件改修工事費
	補助対象経費の２分の１に相当する額とし、２０万円を限度とする。

	備品購入費
	補助対象経費の２分の１に相当する額とし、１０万円を限度とする。

	広告費
	補助対象経費の２分の１に相当する額とし、１０万円を限度とする。ただし、広告作成に係る備品購入費は対象外とする。


別表第３（第４条関係）
	補助対象経費
	補助金の額等

	施設整備費
	補助対象経費の２分の１に相当する額とし、１９０万円を限度とする。ただし、賃借料に係る補助金を受給する場合は、対象外とする。

	物件改修工事費
	補助対象経費の２分の１に相当する額とし、１００万円を限度とする。

	備品購入費
	補助対象経費の２分の１に相当する額とし、１０万円を限度とする。

	賃借料
	補助対象経費の２分の１に相当する額とし、３０万円を限度とする。補助対象期間は、開業した日の属する月から１２箇月とする。

	広告費
	補助対象経費の２分の１に相当する額とし、１０万円を限度とする。ただし、広告作成に係る備品購入費は対象外とする。


別表第４（第４条関係）
	補助対象経費
	補助金の加算額の算出根拠となる額
	補助金の額

	施設整備費
	別表第２又は別表第３において算出する施設整備費に係る補助金の額を差し引いた額のうち、建物の建築及び建物の建築に伴う工事に係る経費
	補助金の加算額の算出根拠となる額の合計の２分の１又は２０万円のいずれか少ない額

	物件改修工事費
	別表第２又は別表第３において算出する物件改修工事費に係る補助金の額を差し引いた額
	


別表第５（第４条関係）
	補助対象経費
	補助金の加算額の算出根拠となる額
	補助金の額

	施設整備費
	別表第２又は別表第３において算出する施設整備費に係る補助金の額を差し引いた額
	補助金の加算額の算出根拠となる額の合計から別表第４で算出する補助金の額を差し引いた額の２分の１又は３０万円のいずれか少ない額

	物件改修工事費
	別表第２又は別表第３において算出する物件改修工事費に係る補助金の額を差し引いた額
	

	備品購入費
	別表第２又は別表第３において算出する備品購入費に係る補助金の額を差し引いた額
	

	賃借料
	別表第３において算出する賃借料に係る補助金の額を差し引いた額
	

	広告費
	別表第２又は別表第３において算出する広告費に係る補助金の額を差し引いた額
	


